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研究ノート
社会政策の「社会」論覚書
-K. ポラニーの所説によせて一
大 塚
?
はじめに
19世紀市場社会と直面したとき，若きマルクスは，その社会を人間存在と自然との関係
の否定として把握し，その否定性の発展の遠方に回復される生々とした人間社会の末来を
描き出していた。「共同的存在」あるいは「類的本質存在」と抽象的に概念化されたマル
クスの人間観は，晩年の共同体の研究によってより深められこそすれ，終生変わる事なく
保持されたとみてよいであろう。物象化された人間の総体的関係の体系である「資本論」
は，歴史的に人間存在が通過しなければならない一時代を，商品，貨幣，資本という物が
主体となって運動する社会として閉鎖体系化したものに他ならなかった。人間関係や人間
と自然の関係は物の運動の背後に，物に従属しなければならない構造と行動として展開さ
れる。物の自由競争が人間と自然を支配する。人間はミクロ的個人にされ，自然はあらゆ
る要素に分解されてしまう。しかし「資本論」の論理の展開には常に非商品経済的な人問
存在が記述されている。第一巻では「交換過程」論で共同体に対する商品交換の外部性
を，「貨幣の資本への転化」論で資本の近代生活史を 16世紀からとした叙述，「労働過程J
論における人間と自然の物質代謝過程の分析，「機械と大工業」の章の人間と自然破壊の
描写，第二巻では運輸と貯蔵労働の実体論的把握， 「再生産表式」論で財の循環を扱って
いる点，そして何よりも工場法を「社会」の理性，労働組合を自由競争原理への抵抗と評
価しているところなどは，それに当たるといえよう。そしてこのことは逆にみれば，たと
え商品経済という枠内ではあっても，人間は共同性を維持あるいは獲得する蓋然性を暗示
しているとも考えられる。
「社会政策の「社会』」の理論的枠組を考察するにあたって， われわれは上の視点を出
発点に置こうと思う。そして前市場社会 (primitivesociety)の研究から非経済的なもの
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の社会にとっての重要性を積極的に主張する K.ボラニーの所説を参考に1)' 大河内理論
との異同をふまえて，社会政策論への展望を論じてみよう。
I 
19世紀の歴史を「市場」と「社会」の二元論で捉えていくボラニーのユニークな歴史観
は，金本位制度が崩壊した20世紀現代という事実と，文化人類学が残し遺産である社会
サプシステム
の下位体系としての経済という視点から構築されている1)。そして理論的枠組は主に前市
場社会，特に「未開社会」から創られている。未開社会は文字を持たないが故に，最も単
純な社会経済構造を示しているからである2)。
ボラニーが文化人類学，民族誌からひきだした結論は，その分野における幾多の論争に
もかかわらず，未開社会の研究において一致していることが，この社会の人間行動は，何
らの利得 (gain)動機をもたなかったこと，報酬のために働くいう原理，最小の労力とい
う原理，経済動機に基づくような分離した制度などは存在しなかったということであった。
社会の各成員は第1次的には彼の社会的地位，社会的資産を守るために行動していたので
ある。そして社会制度における場を通じてのみ経済活動は意味をもちえた3)。従って，社
会制度が崩壊するような事態にならないかぎり，社会の成員は飢餓を動機づけられること
はなく，社会はそのために生産と再生産の秩序を保つ第1次的には非経済的な行動原理を
創りあげていた。ここでは，実在的な意味での経済は社会制度における人間活動の過程以
外の何ものでもないのである4)。この過程として現われる経済の行動パターンは，制度の
シンメトリ セントリシテイ レンプロシテイ リデイストリビューション
パターン「対称性」，「中心性」にそれぞれ対応して「互酬」，「再配分」として抽出され
1) K. Polanyi, The Great Transformation, 1957. (本年3月に東洋経済から邦訳
が出される）尚，以下のボラニーの論旨はこの著書に概ね依存する。引用個所は (G.T.
P, ……）としておく。
1)ボラニーの論旨の紹介については， すでに吉沢英成，「カール・ボラニーにおける市
場・経済・社会」（「甲南経済学論集」，第15巻， 第2号）， 野口建彦，「カール・ボラニ
の政治経済学と歴史認識」（「三田学会雑誌」第67巻， 第10号）において行なわれてい
る。参照されたい。
2)以下は第2部，第4章， 'Societiesand Economic Systems'による。
3) K. Polanyi, Carl Menger's Two Meanings of "Economic", in "Studies in 
Economic Anthropology" edited by G. Dalton, p. 19. (尚，この論文入手に際し，
奈良県立短期大学の栗本慎一郎氏の御配慮を受けた。記して謝意を表しておきたい。
4) K. Polanyi, op. cit. 
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る。贈与によって成り立つ経済従って社会の安定と統一性をそれらは保証していた。
「互酬」は行為主体の家族と親族に関係する行動原理であり， M.モースの言葉を借り
れば「義務的贈答システム5)」にあたる。「再配分」は集配原理といったらよいであろう
か。中央へ財，労働が社会の内外から集められ，貯蔵され，再び分配される。この場合の
行為主体は各社会集団内での最も身分の高い者である。
制度のパターンに構造化され，行為者を促がすこれらの行動原理は，社会の統合原理で
あった。すなわちかなりの長期にわたっての社会の安定機能を果し，従って社会成員の生
活保証となっていた。 M.モースやG.ドルトンは，それが社会保障機能も果していたとし
ている6)。
せり (higgling-huggling)を伴ういわゆる市場行動は，遠距離交易などで発生はした
が，散在的，孤立的であって決して社会内的行動原理にはなりえなかった。社会制度の中
での地位にふさわしい行為を名誉とする行為主体にとって，個人的利得は意味をなさなか
ったからである。
ところで，ボラニーによれば， この二つの行動原理のうち， 「再配分」は富の増大とと
もに社会集団内での分配主体の尊厳，換言すれば権力を必然的に高め，これが逆に社会内
分業を促進するという結果をもたらした。古代社会も封建社会も，以上の2つの経済行動
のパターンで成り立ってはいたが，根本的に区別されうる点はこの点においてであった。
すなわち，権力の増大とともに社会が支配者と被支配者に分断され， 「再配分」の動機が
変化し，税を強要する制裁の恐怖を含むようになったことである (G.T.p.52)。「再配分」
は社会から政治を分化させ，統合機能に支配の動機が絡められたとでもいえようか。更に
農耕社会では「自給自足」原理がみられるが，この場合も「互酬」と「再配分」と同様，
広い適用範囲がみいだされたとされている。
ボラニーの経済の仕置づけ，すなわち階層序列化している社会制度，その制度の場を通
して人間によって営まれる過程としての経済（＝財， 労働の生産と再生産）7), 換言すれ
ば制度化さた過程 (Institutedprocess)としての経済という観点は， こうして前市場社
会の分析から導びきだされるのである。そしてこのことは，一方では制度の果たす統合的
5) M. Mauss, Sociologie et Anthropologie, 邦訳（弘文堂）， 第2部「贈与論」第1
章参照。
6) M. モー ス前掲訳書， 296頁， G.Dalton, Economic Theory and Primitive Society, 
American Anthropologist, 63, 1961, pp. 16~7. 
7) K. Polanyi, op. cit., p. 20. 
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機能に注目させ，他方では，この制度に社会的要因を必要不可欠なものとして絡ませ，そ
うすることによって「社会」の存在を確認し，かくて19世紀の歴史を「市場」と「社会」
の二元論で展開するという方法につながっているのである。ではもうひとつの重要概念で
ある「市場」とはボラニーによってどのように把握されているであろうか。
「市場」も人間の行動によって成り立つ以上，制度として存在することはいうまでもな
い。しかし売買のための商品の集合地である場としての市場では， 前市場社会の贈与行
動とは異って，行為主体には利得動機が色濃くまとわりついている。 「自己調整機能」を
果たす「市場」では，こうして各行為者は貨幣所得を最大化しょうとして行動することが
仮定される。従って需要，供給の変動を通して価格の最適レートが定まり，それに従って
財の生産が調整され，所得が分配される。そしてその所得を通じて財が配分されていく。
(G.T.p. 63)「自己調整的市場」はこのような自律的メカニズムによって経済を市場・経
済とするのである。価格形成から国家的干渉は排除される。
しかし，ボラニーによれば，このような「市場」制度は，社会の下位体系として経済が
あるような前市場社会では，社会内的な人間の行動原理にはなりえなかった。もし社会内
に制度化されたら社会を崩壊させたであろう「市場」は社会の外でしか発生しえなかっ
た。そして封建社会以後の外国貿易の発展から，「市場社会」への転換が始っていく。
「自己調整的機能」を果たす「市場社会」が如何にして生成し，社会に如何なる意味をも
っていたのかが次の課題である。そして資本主義として成立する「市場社会」の「社会」
という問題領域にその対象を設定する社会政策論は，この後者を問うことを中心的課題と
しているように思われる。「労働力」の維持，保全， 培養を社会政策論の本質論の内容と
する大河内理論は，この「社会」を「資本・社会」，換言すれば国家を代理とする「総資
本」と置き替えたものであった。しかし，この置換は「社会」の意味論的内容をいちじる
しく狭めてしまったように思われる。われわれはそのことを検討すべく，ひきつづいてボ
ラニーの「市場社会」論をみていくことにしょう。
「市場社会」は産業革命と呼ばれる大規模な機械の生産組織への導入によって確立され
た。商人の制度として発展した市場は，利潤動機に基づく資本家がコストの高い機械を用
いて大量生産を遂行することによって，初めて社会を経済に埋め込んだのである。しかし
そのためには．「社会の実体 (Substance)」を成している自然，人間，そして生産組織か
ら，土地，労働，貨幣をそれぞれ分離し，それらを商品として市場メカニズムに委ねなけ
ればならなかった。ポラニーは，貨幣も含めて労働と土地というもともと商品でないもの
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をフィクションとして設定することが「市場社会」の組織原理になったのだと述べる
(G.T.p. 75)。それらは販売のための生産物ではないが故に，人為的に「市場」に擬制さ
れなければならなかった。前市場社会では土地は軍事や政治システムの基礎であり，売買
とは別の制度的規制に置かれていた。労働も中世のギルド組織でさえ社会組織に規制され
ていた。貨幣は単に経済的統合の手段にすぎなかった8)。にもかかわらずこれらを「擬制
商品」とすることによって「市場社会」は成立したのである。そして歴史的なこの確立過
程こそは，同時に「社会防衛」の歴史でもあった。ボラニーはこの防衛があったからこそ
ヨーロッパは社会の急激な崩壊をまぬがれ， 「市場社会」への緩やかな転換を成し遂げた
のであると強調する。植民地はそうではなかった。そこでは転換の急激さ故に社会の崩壊
を経験しなければならなかったのである。
ところでこの転換を達成するのに最も最後まで困難だったのは労働力の商品化であっ
た。ボラニーはこれを二段階に分けて論じていく。第1段階は国内の市場化に対して重商
主義国家が「社会の防衛」を担当する時期にあたる。具体的には第1次エンクロージャの
規制，救貧法と定住法，それに職人条例などが挙げられ，それらによって農村と都市コミ
ュニティの温存，統合が図られたのであった。第2段階は絶対主義権力の衰退，鏃会制度
の拡充とともに上の規制のいくつか—定住法，職人条例ーーが緩和され，議会エンクロ
ージャが行なわれる時期にあたっている。そしてこの時期には地主が農村コミュニティの
防衛主体になり，農業労働力確保をねらったスピナムランド制を制定させたのであった。そ
してポラニーはこのスピナムランド制にイギリス「市場社会」成立の転換契機を置くのであ
る9)。 「生存権」を賃金補給によって地方労働者に無条件で保証したこの処置は，地方住
民の自雌心を維持させることに成功したにもかかわらず，その結果において貧困と堕落，.. 
救貧支出の増大をひき起こしてしまったが故，イギリスは社会転換を行なわざるを得なか
った。旧社会の暗黙の了解であった贈与行動はこうして終わりを遂げた。「社会」は防衛
の理由を喪失し，そのために新しい行動原理に席をゆずらなければならなかった。そして
ポラニーはこの新しい行動原理こそ19世紀前半の政治経済学の「自己調整的市場」というユ
8)ポラニーの教え子である経済人類学者 G. ドルトンは前市場社会における貨幣と「市
場社会」における貨幣を limited-purposemoneyとall-purposemoneyとに区別す
る。前者には嫁資としての家畜などがあたる。 G.Dalton, op. cit., p. 13. 
9)スヒ゜ナムランド制については， それまでの経過とともに， 第7章 'Speenhamland,
1795'8章 'Antecedentsand Consequences'があてられている。しかしここではそ
の意義をとり出すことに留めておく。
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ートヒ゜アだったとするのである。世論もそれを受入れ，殊に行政府はそれを実施するに際
して厳格であった。新救貧行政は中央コントロールによって成り立つ頭初は容赦ない稼働........... 
能力者に対する院外救済の打ち切りであった。飢餓を人間に動機づける自由な労働市場が
達成されたのである。そしてこのユートビアに基づく処置は，穀物法撤廃， ヒ゜ ルー条例に
よるバンクレートと金準備量のリジットな連結によって土地，貨幣についても次々と最終
的に実施されていった。こうして「擬制商品」によって構成される「自己調整的」な「市
場社会」が創りあげられることになった。
経済的自由主義者たちによって担われる巨大行政組織を生成させた (G.T.pp. 139~ 
140)この「自己調整的市場」というユートヒ゜アは，では社会を経済に全く埋め込んでしま
ったのであろうか。ボラニーの意見では， 「市場社会」は結局純化することはなかった。
「社会」の反撃が行政ではなく鏃会立法として寵ちに工場法に，更には労働組合法におい
て，初めは自由競争原理に抵触しないかのように行なわれ，協同組合運動や徒弟規制強化
による労働組合の自己防衛が始ったからである。 ユー トヒ゜ アである 「自己調整市場」は
「社会」によって反撃を必ずこうむらざるをえない。従って市場が拡大すればするほど並
行して「社会」の反撃も増大する。そしてその反撃は結局「市場」を崩壊させねば止まな
いものであった。ボラニーのこの歴史認識には， 「自己調整的市場」という行動原理が，
自然，人間，生産組織を「実体」とする「社会」に調和できないという前提があった。自
然，人間，生産組織は三位一体として文化を形成するのであり (G.T.p. 162), 社会制度
によって確立されている身分，地位，安全，生活形態，生活環境などを通じて動かざるを
えない人間は，従って「社会」は， 「市場」によるその破壊に耐えることはできないとポ
ラニーは断言している (G.T.p.157)。その実例が， スヒ゜ナムランド制下のイギリスや植
民地（インド，アフリカ）にみられたような， 「市場社会」への転換期における文化を喪
失した人間の堕落であったと。西ヨーロッパでは幸い「社会」の反撃は市場の拡大ととも
に増大していった。経済的自由主義と保護主義の対抗運動の中から生まれた，反レッセ・
フェールの諸立法がそれであった。
さて，これらの諸立法において特徴的なのは，要求する行動の多様性，制度制定の際の
無意識性がみられたこと，そして先進諸国での成立の同時性，同質性である。それらは階
級的利害関係が絡んではいたが，決して階級闘争の結果成立したものではなかった。成立
するためには利害に直接かかわらない階級の支持を得なければならなかったからである。
そのためには「社会」的内容が必要であった。そして実際，公衆衛生，工場検査，公益事
業社会保険，公共施設，教育制度，コミュニケーション手段，そして農業保護などは，
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自由主義者も含んだ利害関係の必ずしも一致しない人々によって担われ，承認されたので
ある。「社会」はそれらを市場メカニズムに委ねることを阻んだのであった。労働者保護，
社会立法はイギリスではリベラルやラジカル帝国主義者によって， ドイツでは中央党と社
会民主党によって承認された。ところが土地については保護がコミュニティの防衛や統治
の基礎である事は必ずしも気付かれなかった。農民，地主は経済的自由主義者にも労働者
階級にも封建的反動とされ，コミュニティや領土，そして自然の防衛者であるとはみなさ
れなかった。しかし土地あるいはその生産物の流動化はまもなく「社会」を危険に陥入れ
ることが明瞭になったのである。結果的には農業保護は大陸では旧階級の残存につながっ
たけれども，実はそれによってコミュニティ，領土，自然が守られ，社会の全体的利益に
なったのだというのが，ボラニーの論旨である。さもなければ， 19世紀初頭以来，自給自
足問題が常に論議されることはなかったであろうから。
生産組織の防衛についてポラニーは， 中央銀行制度による信用貨幣の創造を挙げてい
る。なぜなら，商品貨幣である金とバンクレートのリジットな連結は，為替価値が減価す
る場合常に国内価格引下効果を発揮し，企業の清算を強いることになるからである。信用
貨幣の創造はこの為替圧力にクッションを設け，かくて企業への影響を緩和するのである
と。
しかしいずれにせよ以上の「社会」の反撃は， 「市場社会」を崩壊に導びくことになっ
た。「自己調整的市場」の行動理念を抱えて金本位制度を世界に広げた19世紀市場社会は
，バランス・オブ・パワーシステムに支えられた平和の100年であった10)。にもかかわら
ず，帝国主義時代は，国内保護制度の形成，保護圧力の海外市場，植民地への転嫁，すな
わち海外市場争奪戦として，またそれが不可能な場合には国内政治対立の激化として現わ
れ海外への転嫁の狭磁化とともに「市場社会」は没落せざるをえなかった。 1930年代の金
本位制度の崩壊はボラニーには「市場社会」の崩壊と映ったのである。以後の歴史は再び
経済を社会に埋め込む過程であると。
19世紀の複雑な歴史過程を「市場」と「社会」の二重運動として捉えるボラニーの歴史
理論の論旨はほぼ以上のようなものである。理論がナマのままの歴史をただちに描くので
はなく，多くの媒介項を得てリアリティに接近できるような蓋然性をもっているかどうか
で判断されるものとするなら，このポラニーの論旨は確かに歴史理論としての地位を与え
られるべき内容であるといえよう。そしてこのボラニーの「社会」論を検討することによ
10)第1章， TheHundred Year's Peaceより。
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って社会政策論を考えることが可能ではないだろうか。その手がかりを得るために大河内
理論を次にとりあげてみることにしょう。
直
大河内理論は以上のボラニーの論理といくつかの点で類似した構造をもっている1)。大
河内理論にあっても階級闘争は単にひとつの契機としては認められるが，社会政策成立の
内的必然性が別に存在したからこそ契機になりえたのであるとして付随的要因にされてい
る。ボラニーが保護制度成立の背後に「社会の実体」をみているのと同様，大河内教授は
「総資本」と「生産要素としての労働力」をみているのである。両者とも保護立法，社会
立法が道義論では成立せず，にもかかわらず社会あるいは国家の機能的要件であるとして
いる点も同じである。更に最も単純化した概念装置によって本質規定するばかりでなく，
それによって時系列的展開をも説明するといういわば構造主義的論理を採用している点。
例えば大河内理論では労働力の「自然的存在」と「社会的存在」の「立体構造」あるいは
「相互作用」が強調され2). それがまた歴史的発展段階でもある。ポラニーの場合は「市
場社会」が発展すればするほど「社会」の反撃は増大し，保護は豊富になるのであった。
両者とも対立という動力を使うことでも似ている。大河内理論では個別資本に「総資本」
が対立し，ボラニーでは「市場」と「社会」が対立する。
しかし，他方でいくつかにわたり全く異った論理，歴史評価をしている。それは根本的
には資本主義の歴史認識の相違に基づくものであるが，以下では大河内理論の論点にそっ
てこれをみていくことにしよう。
(1) 両者とも「原生的労働関係」と大河内教授が命名した新救貧法以後のイギリス労働者
階級の状態に注目しているが，大河内教授は絶対的剰余価値生産の時期にそれをあては
め，ポラニーの場合は自由な労働市場自体を問題にする。すなわちこの事態に「社会」は
反撃する。大河内教授は労働保護法の「経済的必然性」を強調するが，その場合の経済とは
生産資本一一生産要素としての労働カー一のレベルで捉えられたものであり，これはボラ
ニーに従えば「経済の実体」的側面を意味し，市場とは概念上区別すべきものである8)。そ
1)以下，大河内教授の論旨については断わらないかぎり著作集， 第5巻， （青林書院新
社），「社会政策論の史的発展」（有斐閣），「社会政策（総論）」，「社会政策（各論）」（有
斐閣）などを参照した。
2)前掲，著作集，第5巻， 217~18頁，「……史的発展」 188頁。
3) K. Polanyi, op. cit., pp. 17~8. 
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していわゆる資本主義社会の経済は，この市場の生産組織へのあり方を問題にするのであ
る。肉体的，精神的存在としての「労働力」は，マルクスにあっては「労働力商品」の価
値規定の中身，換言すれば労働支出の代価である賃金の根拠を説明する場合に使う概念な
のであって，それ自体としては超歴史的なものである。具体的な市場構造を問題にせず，
大河内理論がマン・パワー政策に接近していったのも， 「経済的必然性」をもっぱら生産
ということで押えているからである。労働市場の生産への反映とすれば，恐らく個別資本
の「労働力」濫奪という視点はでてこなかったのではないだろうか4)。
(2) 大河内理論における「総資本」概念は，この個別資本の「労働力」濫奪に対して，拡
大再生産という長期的視野に立つ「立場」であり，関係概念5)—例えばG-W… p …W'
-G'一ーとして押えられたものではない。あるいはそこから関係概念を導びきうる可能性
をもっていないのである。ボラニーの「社会の実体」は三位一体的なものであり，その上
「身分」，「地位」などの制度における場の概念を用いているので関係構造遡及への可能性
を含んでいる。この点は次章で述べることにしよう。いずれにせよ，大河内教授の「総資
本」概念が，いわば近代化論的な意味での資本主義発達観に依拠してイギリスを典型と
し，わが国資本主義発展への当為から構築されたものであり 6), その限りで観念的であっ
たことを指摘しておこう。
(3) 工場法成立の動因は，ボラニーの場合は自由な労働市場に対する「社会」の反撃であ
るが，具体的には地主や教会を挙げており，開明的地主トーリー社会主義者による議会立
法（行政府は「市場」の担い手だった）として把握している。彼らが「産業社会での新し
い生活技術をラジカルに強制したのだ」 (G.T.p.166)と。大河内理論では先きの個別資
本と「総資本」の論理の他に，資本を大，小に分け，集中集積あるいは競争条件整備という
視点も明示的にではないが読みとれる。しかしこの論点は概ね工場法の結果とする傾向の
方が多い7)。第1次的には個別資本と「総資本」で把握すべきとするのである。なるほど・
論旨は首肯しうるが， 「総資本」概念の主観性が明らかになったいま，われわれはさしあ
4)イギリスの当時の労働編成の実証研究については，戸塚秀夫「イギリス工場法成立史
論」（未来社）を参照されたい。
5)この用語については，さしあたり， C. Levi-Strauss, Anthropologie Structurale, 
1958, 邦訳「構造人類学」（みすず書房）を参照。
6)例えば「社会政策40年」（東京大学出版会） 67~9頁， 194~5頁参照。
7)前掲著作集， 87~9頁。
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たり，再びマルクスの社会を8), またより積極的にはボラニーの「社会」を採用しておく
ことにしよう。資本あるいは市場による物化を人間社会が拒んだという意味において。
(4) 工場法の結果の評価について。資本の集中・集積，固定資本の更新，すなわち資本主
義の発展，具体的にはイギリス「ヴィクトリア黄金時代」と工場法，殊に10時間労働法が
直結されて大河内理論では把握されている。固定資本の更新自体は1847年恐慌の結果であ
ろうし，「ヴィクトリア黄金時代」は内外の鉄道投資鉄道建設，従って商品市場拡大と
いう過程で達成されたのである。その際の労働力は，ァイルランド，スコットランドある
いは都市周辺の農村から供給されていったのである。 10時間労働法はそれを前提に市場が
拡大すべき社会の基準にすぎなかったといわなければならない。ところで，大河内理論に
あっては工場法を媒介に「労働力」が「自然的存在」から「社会的存在」に一方向的に成．
長する。「社会的存在」 としての「労働力」は階級としての自覚をもつ労働者であり，商
品として質的に高次化した「労働力」である。すなわち一揆的反乱は起こさず，組織的運
動を展開し，自らの商品性を貫徹し，「解放立法」を獲得する主体である。そしてこのよ
うな「社会的存在」としての「労働力」確保を可能にするのは「帝国主義の落穂」一世界
の工場としてのイギリスあるいは海外植民地からの超過利潤ーである。しかしこの発展段
階論は，必ずしも事実と照応してはいない。 1830年代から建築，機械はもちろん，綿業に
おいても熟練工組織は活躍していたし，工場法を不要とした建築，機械の熟練工組合はそ
の強力な徒弟規制によって労働条件の改善と組織の拡張を達成したからである。「解放立
法」が生活水準の上昇によって選挙権を得たいわゆる「労働貴族」に与えられたのは，別
に高次な段階での労働力確保ではなく，市民権を得た熟練労働者の政治的権利の保証だっ
たのであり，むしろイギリス資本主義はそれによって大不況期に国内投資誘因を阻害され
る面もあったのである。大河内教授の労働力の発展段階論はドイツに適用されると益々不
明瞭になる。ここでは産業革命期には国民国家となっておらず，軍事的理由で制定された
プロシア工場法は工場監督官制度が不備であった。統一国家後もビスマルクは労働者保護
を認めず9)' ベルレプシュの営業条例改正によって事実上地方によって達成されていたも
8)因みに，大河内教授の「総資本」は，工場法への言及においてマルクスが慎重に「社
会」をもち出しているのを恣意的に置きかえたものであった。前掲「……史的発展」所
収の「マルクス主義と社会政策」参照。
9)さしあたり， F.Mehring, Geschichte der Deutschen Sozialdemocratie, S. 586, 
邦訳（ミネルヴァ書房），下， 455~6,Hans Rosenberg, Grosse Depression und 
Bismarckzeit, S. 223を参照。
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のが認められたにすぎなかった10)。それにもかかわらず， ドイツでは早くから「社会的
存在」としての労働者階級が極めて組織的に運動を展開しており，「社会主義鎮圧法」下，
頭初は一時的に破壊されたがすぐ再建されるほど社会的意識は高かったのである11)。 さ
て，ボラニーの方は以上の事態をどのように説明しているであろうか。それはほぽ次のよ
うなものである。産業革命以後長期にわたった政治的無権利状態の中で， ョーマンや小屋
住農たちが経験したコミュニティ崩壊の恐ろしさを身に染み込まされたイギリス労働者階
級は，自助組織を発展させ労働市場の独占化を強化する方向をとった。彼らは従って，中
産階級に政治を委ね，もっばら国の政治を自己の待遇改善に利用していった。それ故，選挙
権はイギリスでは国民的統一に役立つことになったのである。ところがドイツでは事情が
異った。エンクロージャもなく，旧来半農奴的身分に置かれていた逃亡農民は，都市の労
働者生活の中で旧手工業者層と同等の身分，地位を獲得でき，更には普通選挙権によって
ブルジョアと同じ権利をもつことになった。イギリスと異って，ここでは封建的階級は決し
てブルショアと同化しなかった。だから身分の点でも労働者はブルジョアと同等であり，
政治的に無力化しつつあったブルジョアに代わって自由と平等のための闘争をひきうけた
のであった。彼らには従って，産業革命のインパクトに対する自己防衛は不要で，それは
立法によって獲得すべきものと考えられたのであると。 (G.T.pp. 173~4)イギリス労働
者階級のあり方が典型なのでは決してなく，市場に対して「社会」が如何にありえたのか
によって反撃の仕方も異ってくるのだという一見超越的なこの視座は， 「自然的存在」か
ら「社会的存在」への一方向性よりも素直に歴史的推移を受け入れているように思われ
る。
(5) 最後に社会立法について言及しておくことにしよう。大河内理論では「社会的存在」
となった「労働力」が，この政策によってより高度な質をもった「労働力」として「総資
本」に確保あるいは陶冶される。成立契機については階級闘争がより中心的なものとされ
るが，それは資本主義否定の闘争ではなく，あくまでも改良主義的なものでなければなら
ない。ビスマルクの社会主義鎮圧法が例として出され，更にワイマール期の「社会政策の
限界」論がひきあいに出される。すなわち，労働運動に対する妥協とみえるものも，それ
が企業負担や社会的負担を資本蓄積の限界値に到達させない限りのことであって，またそ
10)詳しくは， K.E. Born, Staat und Sozialpolitik seit Bismarcks Sturz, S. 98~ 
9, 邦訳（法政大学出版局）第4章， 2を参照。
11) F. Mehring, ibid., S. 622, 邦訳， 482頁。
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の限りでのみ「総資本」は「労働力」を確保， 陶冶するのであると。「社会的存在」とし
ての「労働力」の内容は不断に拡張される。生活上必要なもの，文化施設，公共施設など
は労働者が利用し，必要とすればするほど社会政策になっていく 12)。社会保険をとって
みよう。社会保険は教授によれば， 3つの特質をもたなければならない。それはまず産業
社会総体の「労働力」保全であり，従って社会事業とは異って，業務上の事故を除き労働
者も保険料を負担すること，強制加入を原則とし，慈善事業と区別されるべきである。労
働力の保全であるから農民，小営業者，軍人などを含んでもそれは副次的とすべきであ
る。更に社会保険は事故のあり方に従って区別される。業務内の事故は災害保険に，業務
外の事故は疾病，老齢保険に適用される。資本の労働力確保という点からは災害保険が最
も緊要なものであり，それ故老齢保険が最低の価値序列を受け，これがまた歴史的な制度
化の過程に相応していたとされている。以上のうち制度の分類自体は否定すべくもない。
また資本にとって必要か否かもこの通りであろう。しかしこのことは何故かかる制度が成
立するのかを明らかにする論理ではない。「負担」の論理は制度を前提にしなければでて
こないからである。ところが大河内教授は質的に高度化した労働力を確保するとか，総資
本は「社会心理的意味」で「深くその産業的意味を考える必要がある13)」と述べ， 刺激
ー反応的効果を根拠に，産業発展への有効性の見地から根本的には成立するものだと断定
する。いわば非常に消極化はしているのであるが，ここでも総資本の論理が働いており，
事実，それによると1890年代のイギリス， ドイツの発展があったであろうと。重工業の合
同運動として現われた1890年代のイギリス， ドイツの発展が，社会立法の存在によってで
ないことはいうまでもないだろう。工場法と同様に社会立法への資本主義発展に対する過
大評価はできないのである。むしろドイツ，イギリスでのたび重なる財政改革が示すよう
に，制度化された社会立法はいわゆる経費膨張の大きな割合を占めるようになり，金融市
場や国内資本投下に阻害的要因となったのである14)。大河内理論の難点は広汎な農民層
や,]ヽ営業者を残存させている現実の社会を「産業社会」とひっくるめてしまい。近代化論
的視点から生産の必要性の上にたって社会立法を規定したところにあったといわなければ
12)さしあたり，前掲，「…各論」， 24~25頁。
13)前掲，「…各論」， 159頁。
14)イギリスについてはさしあたり， J.H. Clapham, An Economic History of Modern 
Britain, il, Chap. VI, ドイツについては， W.Gerloff, Finanz und Zollpolitik des 
Deutschen Reichs, Sechster Teil参照。
60 
社会政策の「社会」論覚書（大塚） 273 
ならない。社会保険成立の歴史的序列がこの必要性からでてくるのではないし15), 大河
内教授自身が認めているように，この制度は農業労働者，軍人，小営業者を含むものであ
った。問題はそれ故，社会立法成立の動因を「総資本」の立場によるのでなく，他の構造
的要因によって如何に説明するかにあるといってよいだろう。
ところで， すでに言及したように16), ボラニーの社会立法成立の具体的契機に関する
見方は，支持勢力としてイギリスについてはリベラルとラジカル帝国主義者を， ドイツに
ついては社会民主党と中央党を注目するというものであった。チェンバレンの労働者災害
補償法や1906年以後の自由党社会政策についてはすでに別稿で述べたことがあるので17),
ここではドイツについてのボラニーの論点を大雑把に敷術しておこう。まず中央党のドイ
ツ社会政策実施について果した役割は強調されてよいだろう。いわゆるビスマルク関税に
対するフランケンシュタイン条項は，分与金制度を通じて邦，地方財政を潤し，地方レベ
ルでの教育や他の社会政策実施を可能にしたし18),ビスマルク以後の議会主義化の中では
中央党は農業保護関税を含めて社会立法の推進主体であり，また議会キャスティングボー
トを握って，殊にボサドウスキーの時代にはほぽ内政を左右できるほど強力であったから
である19)。中央党はカソリックの政党として多様な階級，階層を含んでおり，それ故に
最もよく社会を代弁していたともいえよう。では社会民主党はどうだろうか。 F.メーリン
15) ドイツでは， ビスマルク社会保険は災害，疾病，老齢とも， ビスマルクにあっては一
体となって制定さるべきと考えられていたが，実際は疾病，災害，老齢，イギリスでは
災害，老齢，そして失業と疾病は同時という順序だった。尚，大河内教授はビスマルク
保険成立の契機を，別に，プルジョアジーに対するビスマルクの労働者とユンカーの結
合策という視点で説明をしている。（例えば「…各論」 34頁）旧来採用された「鞭と飴」
（例えば服部英太郎，著作集（（末来社））• I, 第1章）説への反抗であろうか，あるいは
契機には多様な要因があることを示されたのであろうか，一応「社会」的契機も挙げて
いることを確認しておこう。
16) 55頁．
17)拙稿． 「第一次大戦前におけるイギリス社会政策成立の政治・経済的背景「（「三田学
会雑誌」 66巻5号）尚，河合秀和「現代イギリス政治史研究」（岩波書店）第1章も参
照のこと。
18) W. Gerloff. ibid., S. 374. 
19)具体的事例の詳細は， K.E. Born, ibid. S. 98, 106とVI.Die Ara Posadowsky, 
邦訳141,153頁と第6章を，またドイツの議会主義の進展については M.Rauh, Fodera 
lismus und Parlamentarismus im Wilhelmischen Reich, S. 121~139を参照。
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グによって「鞭と飴」と命名され，わが国では時折階級闘争への抑圧と妥協の政策と位置
づけられた「社会主義鎮圧法」と「社会保険」は，まず「社会主義鎮圧法」によって社会
民主党が議会主義を担う党に成長していったことが明確にされる必要があるだろう。頭初
は大不況克服策ならびに農工関税 (79年）を通過させる方策として労働組合の解散，団結
権の否認にまで及んだこの処置は，時限立法更新が次第に困難になるとともに一方では労
働組合規制としての役割は薄れていき，他方では自由主義諸派への大衆の幻滅を決定的に
させた20)。M.ラウによればビスマルク体制は君主原則，プロシアの連邦巖会におけるヘ
ゲモニーの維持，厳会主義化の阻止を課題としていた21)。従って責任内閣制を強く要求
したリベラルの衰退，社会民主党の議席の一定の増大は，ビスマルクにとっては立憲君主
制維持を意味していたのである22)。そしてこの文脈からすれば， 社会保険は労働者階級
や軍人への贈り物として位置づけられるであろう。立憲君主制として統一されたドイツ帝
国の支配の特徴を確定する行為とみなすことができるからである。年金生活者をつくり国
家への統合を図ったこの処置は，制度のもつ技術的性格から労働組合の助長を促し，官僚
制度の肥大化，合理化と相まってビスマルク体制の崩裁への一要因となっていくのである
が，その結果において政治的な意味での社会の統合機能を大きく果たすことになったので
ある。 90年代以降の社会民主党は労働者保険法改正にしろ1911年の帝国保険法にしろ極め
て積極的なこの制度の支持者になっていることを指摘しておこう 23)。
以上のように，中央党と社会民主党の社会立法成立に果たした役割については確認でき
るであろう。成立の動因，契機を主要には「経済的必然性」において理解しようとする大河
内理論ではこのような歴史のダイナミズムは極めてわずかしか捉え切れないのである。し
かし大河内理論にはこの章の最初に言及したように注目すべき論理構造，構造主義的とで
もいえるような論理が存在した。残念ながらその論理は「総資本」の論理にすぎなかった
のであるが，問題はその論理を経済以外の領域で構築できるかどうかである。理論的に社
会政策の歴史に接近できるような蓋然性をもった枠組が果して構築可能かどうか，それは
20) H. Rosenberg, ibid. S 207, F. Mehring, ibid S. 522'-3, 590, 597, 邦訳， 406,
458, 464頁など。
21)詳しくは M.Rauh, ibid. I. Das Regierungssystem Bismarcks und seine 
Festigung参照。
22)社会民主党厳席の増大へのビスマルクの期待が少くとも存在したことについては，
F. Mehring, ibid., S. 612, 邦訳475頁参照。
23) K. E. Born, ibid., S. 178, 241邦訳， 258,348頁。
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どのような領城で，また方向で設定できるのであろうか。われわれは改めて「社会」の存
在を積極的に肯定するボラニーの「社会」論を手がかりに以下ではその展望を探ってみる
ことにしよう。
直
すでに第1章でみたように，ポラニーの「社会」論は「未開社会」から主要には構築さ
れたものであった。経済を生産， 再生産を表わす実体的側面と節約を表わす形態的側面
（「市場」がそれを体現する）に分け，前者おいて社会制度の不可分離性を強調し，身分
や地位，生活環境などはそれ故「社会」に不可欠の要因であり，それらを形成するのは自
然，人間，生産組織という「実体」なのだとするボラニーの確信は， 19世紀「市場社会」
をユニークにまたそれなりの説得力をもって描いていた。そしてわれわれも今までこのボ
ラニーの「社会論」を前提にして，大河内理論の検討をしてきたのである。前提されたボ
ラニーの「社会」イメージは，あらゆる社会が抱えているものであり，また「市場」に反
撃し，制度として実現されていくものであった。それは社会の全体的利益につながり，そ
れなしに社会は存続できないものであった。ところが労働，土地，貨幣についてそれぞれ
保護制度を挙げそれらを「社会の実体」に還元するボラニーの方法は，「社会」の所在を指摘
はするのであるが，それにもかかわらずそこで大きな飛躍をおこなっているように思われ
る。この点はすでに指摘されているところであるが1),例えば信用貨幣の創造が生産組織の
防衛として「市場」とは異ったものとするボラニーの見解は，中央銀行制度が政治的要因を
含んでいることは認めても一一例えば公債引受で一ー必ずしも妥当とはいえないだろう。
商業信用を基礎とし発展していく銀行制度の最後の依りどころとして中央銀行制度は位置
づけられるからであり，その限りで市場の産物でもあるからである。従って生産組織はも
ともと「市場」と合致しえないものだとはいえないだろう。未開社会とは異ってナマの
ままの自然の上に生産組織が存在しない「市場社会」にあっては，それは自然，人間と切
り離せないのではなく，むしろ切り離された生産組織がいわば市場の「実体」となってい
るのである。ボラニーが生産組織の防衛とみた信用上のあるいは他の企業保護政策は，こ
うして他の社会的要因一例えば軍事的あるいは失業対策的要因ーによって説明されなけれ
ばならない。ところで更にボラニーのイメージたる「市場」が上のように現実の市場とは
異ったものであれば，人間，自然，生産組織が一体となってつくる文化も，現実の市場が
1)前掲吉沢論文 110頁。
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創り出しうる面があると指摘できるだろう。例えば消費文化などというのは，その例とし
て挙げることができるだろう。 • 
このように， ボラニーの「市場」概念とともに未開社会からひきだされた「社会の実
体」という認識は大きな反省を迫られなければならない。少くとも生産組織の防衛という
点，切り離せない「実体」という点は説得的でないからである。しかしもともとボラニー
の「実体」還元の方法は，労働立法→人間，都市衛生法→人間，農業関税，自然保護→自
然というような関係づけの方法であった。従ってこの関係づけ自体は否定すべくもないだ
ろう。事実，帝国主義時代の多くの保護制度はこれらにかかわったものであったし，社会
問題といわれるものもこれらに関係したものであったのだから。
ところで，ボラニーは上の「実体」還元とは別に，現実の保護立法成立の動因には，コ
ミュニティ，あるいは身分，地位，安全．生活環境などの社会集団あるいは組織の面から
把握された概念を用いて説明をおこなっていた。そしわれわれは「実体」還元の［社会」
論ではなく，この人間関係を表現できるような次元においてボラニーの「社会」論を評価
していかなければならないだろう。実際，社会を成しているのは人間の諸関係であって，
その諸関係の安定性を保証するものこそボラニーの「社会」論の軸となりうるものだからで
ある。そして社会的動因と社会的効果を，また経済への反作用を問題にする社会政策論は
第1次的には上の意味での社会を把握しなければならないだろう。ではボラニーのこの
「社会」はそのまま社会政策の「社会」論になりうるのであろうか。このことに対しては
いまの段階ではあまり確定的な断言はできない。というのはボラニーの挙げている要因は
悪くいえば非経済的要因すべてに及ぶ可能性があり，従ってそれを経済に解消できないも
のといったところでそれは何も「社会」論を展開したことにはならないからである。いい
かえれば，ボラニーの「社会」論には，身分，地位，安全などを社会の機能的要件として
決定できるような媒介的論理がないのである。そしてそれを確定するには，いまのところ
余りにも不充分な知識しかもちあわせていないが， ただ若干の展望を語ることはできる
であろう。レヴィ＝ストロースに習っていえば，それは「社会構造」として展開されるべ
きものである2)。生得的に言語操作能力を構造としてもっている人間の社会的関係は，第
一次的には言葉によるコミュニケーションの関係であるといってよいであろう。家族や他
の社会によって与えられた語彙を操作しながら人間は文化的，社会的動物に生成するので
2) C. レヴィ＝ストロース，前掲訳書，第15章参照。
64 
社会政策の「社会」論党苔（大塚） 277 
ある3)。従って言語体系はまず最も基本的な「社会構造」として規定できるであろう。レ
ヴィ＝ストロースはこれに加わるコミュニケーションシステムとして親族体系（女性のコ
ミュニケーション）と経済体系（財貨，労力のコミュニケーション）を挙げている。近親
相姦の禁止や財の生産にかかわるこれらの無意識的，換言すれば構造的条件は言語体系を
第一次的要件とした「社会構造」として押えられるであろう。ボラニーのいう文化は，か
くしてコミュニケーションのシステムとして嗣訳されなければならないように思われるの
である。そうすれば，彼の「社会」論はより説得力のある体系としての性格をもちえたで
あろう。そしてこう考えれば義務教育制度や生活・自然環境整備，あるいは社会保険制度
などの社会制度は，もちろん歴史的な諸条件に規定されて制度化されるのであり，その限り
で多くの中間頃は必要とされるが，資本主義社会の安定条件として，より積極的に主張さ
れえたのではないだろうか。「社会構造」論は経済体系の扱いなどを含めて尚より明確に
されなければならないが，ボラニー「社会」論の展望はかかる方向でのみ与えられうるも
のとしておきたい。
さて，社会政策の「社会」論が「社会構造」論に第1次的接近を与えられるなら，第2
次的接近は「支配」の論理を明らかにすることであろう。すでに第1章 (51頁）で述べた
ように，ポラニーは「再配分」の行動原理のうちに支配と被支配の必然性を認めていた。
ところが「市場社会」分析では，イギリス行政組織の肥大化が「市場」の行動理念に基づ
いたものであることを述べてはいるのであるが，以後の各国での「社会」の反撃では，支
持勢力は挙げるものの権力のあり方については明示していない。政府の比較史分析は「社
会」の反撃という視点を確証してくれるという指摘に留っているのである (G.T.p. 150)。
権力も社会の安定化条件であると一般には押えられるから，ボラニーの場合若干言及不足
だったといわなければならないだろう。われわれは以下ではこのレベルでのいくつかの歴
史的，機能的要因を挙げておくことにしよう。
(1) ほぽ1870年を境にして西ヨーロッパでは文化あるいは言語領城を境にした統一国家が
形成され，普通選挙制度をもついわゆる大衆民主主義の時代として特徴づけられるように
なっていったことが，まず挙げられるであろう。これによってポラニーのいう支持勢力の
3)この点については， さしあたり， K. Lorenz, Die Riickseite der Spiegels., 邦訳
（思索社）下巻第九章参照。尚， JoanRobinson, Freedom and Society, 邦訳（みす
ず書房）第14章にも同様な見解がみられる。
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形成が可能となり，コミュニケーション手段の発達と相まって社会成員の動向を一定に反
映することが可能となったといえる。
(2) 国民国家は，自由主義時代のイギリスと異って，対外的主権の行使をナマの形で対外
政治として現わさなければならなくなる，換言すれば対外的に現実の市場の単なる監視者
ではなくなるとともに，内政上は， (1)と関連して国民的統合を積極的に図っていかなけれ
ばならない。従って国内政治の目標はその都度支持勢力の動向に規定されたとしても，そ
の機能は社会の統合を果たすものといえるだろう。
(3) レッセ，フェールとは異った国内政治の統合理念は，市民法体系に加えて別の制度を
必要とするであろう。この点は「社会構造」論と重複するのだが，ボラニーの「再配分」．
またはボールディング流にいえば「恐怖」と「愛」という贈与によって主要には果たされるよ
うなものがそれにあたるといえよう4)。そして政治が統合機能を果すことによって，政策
主体は支配の正当性を保証されることになる。 M.ウェーバーは近代資本主義の支配の類
型を「官僚制的支配」とし，計算合理性を常に要求される支配として規定している5)。租
税制度をその存在の基盤としているからであるが，大衆民主主義の発展とともに膨張する
官僚機構が統合の媒体となることは確認しておかなければならないだろう。そしてこの大
衆民主主義の発展に伴う官僚機構の膨張自体は，根本的には市場の不安定性ー一例えば最
気変動の社会に対する圧力—，あるいは不完全性に基づくものであるが， 「市場社会」
における権力は，その都度制度を制定ないし合理化し，官僚機構を肥大化することによっ
てしか支配の正当性を保証する方策をみいだせないと考えられるからである。
以上，われわれは社会政策の「社会」論への展望を， 「社会構造」論と「支配」論の二
元的方法で捉えることが可能ではないかと，ポラニーの所説によりながら考察してきた。
これらは尚，素描的域を出ないものであり，前者に関してはいわゆる超学的接近の中から
より精緻な体系として構築される必要があるし，後者についてはより実証的研究をふまえ
た論理化が必要であろう。しかし近代市民社会を全ー的に産業化されてしまう社会と捉
ぇ，「社会」を「資本」に置き替えてしまった大河内理論ではなく， 社会政策成立の「社
4) K. E. Boulding, The Economy of Love and Fear, 邦訳（佑学社）序論と第1章
参照。我々の対象としている時代の顕著な例としては，ビスマルクが労働者保険を「贈
り物」と考えていたこと，関税の他にサトウ税，火酒税におけるいわゆるユンカーヘの
「愛の贈り物」をあげればよいだろう。
5) M. Weber, Wirtschaft und Gesellschaft, Kapitel ]X, Soziologie Herrschaft, 
邦訳（創文社）， I. 第1章，第3節参照。
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会的必然性」， その「社会的結果」そして経済へのその反作用を強調するのであれば，ま
た歴史そのものでなく，歴史のリアリティに接近する蓋然性をもちうる社会政策論をうち
たてようとするならば，以上の方向での作業が不可欠となってくるのではないだろうか。
そしてこの作業を続けていく過程こそが，現代の社会的諸問題を理論的に明るみにだすこ
とができるように思われるのである。 -1974, 12, 21-
付記：このノートを書くにあたって，市原教授からいくつかの貴重なコメントをいただ
いた。ここに記して謝意を表しておきたい。
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